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令和４年10月21日 

 

部長・所属長 各位 

長 泉 町 長  池 田 修 

 

令和５年度予算編成方針について（通知） 

 

 令和５年度の予算編成を、次により進めるよう通知する。 

 

第１ 日本経済の状況と国の動向 

  我々はこれまでの延長線上にない世界を生きている。世界中の社会生活を一変させた新

型コロナウイルス感染症、気候変動問題などによる環境変化に加え、国際秩序の根幹を揺

るがすロシアのウクライナ侵攻等により、国内においては、回復の足取りが依然脆弱な中

での円安等による輸入資源価格高騰に伴う海外への所得流出、コロナ禍で進む人口減少・

少子高齢化、潜在成長率の停滞、災害の頻発化・激甚化など、内外の難局が同時かつ複合

的に押し寄せている。 

  こうした内外の変化を捉え、国では「経済財政運営と改革の基本方針2022」において、

当面の難局を乗り越えるために必要とされる、①人への投資と分配、②科学技術・イノベ

ーションへの投資、③スタートアップ（新規創業）への投資、④グリーントランスフォー

メーション（ＧＸ）への投資、⑤デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）への投資を

柱とする「新しい資本主義」の実現に向けた重点投資分野についての民間連携投資の基本

方針を示すとともに、社会課題解決に向けた取組や一極集中から多極化した社会をつくり

地域を活性化する改革の方向性が示されている。 

  また、新型コロナウイルス感染症による強い下押し圧力を受けながらも、医療体制の強

化やワクチン接種の加速など経済社会活動回復のための環境整備を行うとともに、あらゆ

る政策を総動員して、コロナ禍の影響から国民生活を守り、ポストコロナの持続的な成長

に向けた基盤整備を進めてきたことから、今後の対策については、必要な財政支援や見え

る化等により医療体制の強化を進めるとともに、感染状況や変異株の発生動向に細心の注

意を払いつつ段階的な見直しを行い、一日も早い経済社会活動の正常化を目指している。 

  令和５年度予算については、新型コロナウイルス感染症のほか、ロシアによるウクライ

ナ侵攻や海外への所得流出に伴う物価高騰等に直面する現在の情勢を踏まえ、景気の下振

れリスクに対応し、景気回復を着実に実現することで成長と分配の好循環に向けた動きを

確かなものとするとともに、歳出について、ＰＤＣＡの取組を推移し、効果的・効率的な

支出（ワイズスペンディング）を徹底するものとしている。 
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第２ 長泉町の財政運営 

  令和３年度一般会計の決算状況は、歳入の根幹をなす町税が、法人町民税などの増収に

より、前年度に比べ751万円増の94億３千62万４千円となり復調傾向が見られているもの

の、新型コロナウイルス感染症の影響は、堅調に推移してきた町税収入に対し、依然とし

て影響をもたらしている。 

また、財政構造の弾力性を示す指標においても、経常収支比率が78.7％、実質収支比率

が 3.1％といずれも他自治体と比較すると比較的良好な数値であるものの、一般的に妥当 

・望ましいとされる指標を上回っている状況である。しかしながら、地方公共団体の財政

力を示す指標である財政力指数は1.26で、普通交付税の不交付団体を継続しており、また、

地方債残高は、借り入れを公債費の償還金元金以下に抑えていることから、前年度に比べ

298万９千円減の25億３千88万８千円となり、積立金現在高60億492万９千円を大きく下回

っている状況である。 

  今般の新型コロナウイルス感染拡大に伴う企業の経営悪化等の地域経済や税収に与える

影響は、収束の兆しを見せているものの、記録的な円安等による物価高騰による景気悪化

の中で、ポストコロナに向けた持続可能な社会づくりを進めていかなければならない状況

である。こうした中で、当町では、今後も都市公園や幹線道路の建設等のインフラ整備に

要する経費、扶助費などの社会保障経費の増加等、財政運営における懸念材料もあること

から、引き続き効率的で適正な予算執行に努めるとともに、改めてスクラップアンドビル

ドを確実に意識した上で、前例にとらわれず、事業執行及び検討、新たな財源の創出等、

強固な財政基盤を構築していく必要がある。 

 

 

第３ 予算編成の基本方針 

私と職員の皆さんとの間において、下記に掲げる『こだわり』を共通意識として常に

持って、日々の業務に一緒に取り組んでいきたい、そして、町民誰もが幸せや豊かさを

実感できる「長泉町らしい」まちづくりを一緒に目指していきたいと考えている。      

 

 

 

 

 

 

 

 

【まちづくりへの『こだわり』】 

○データの分析と活用 

○タイムリーな情報発信 

○町民参加型のワークショップ 

○気づき、スピード感 

   ○町民の満足度追求  
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１ 基本事項 

  第５次長泉町総合計画がスタートし、３年目を迎える令和５年度においても、引き続き

目指すまちの姿である「みんなでつくる 輝きつづける“ちょうどいい”まち～優しく育

む 豊かで安心な ながいずみ～」を実現するためには、これまで以上に、その実現に伴

う予算の編成及び執行は住民からの期待に応える必要があることから、４つの基本目標、

８つの政策について、効率的かつ積極的に取り組むため、下記事項に留意して予算を編成

すること。 

⑴ 第５次長泉町総合計画に基づき町が推進する施策 

   総合計画に主な取り組みとして掲げる各種施策は、進捗状況を十分に検証し、未実施

のものは具体的な実施時期や手法等、確実な実施に向けて検討を行い、既に実施してい

るものについても、安易に継続するのではなく、効果的な継続、拡充等に加え、必ずス

クラップまで視野に入れた検討を行うこと。 

⑵ 質の高い行政サービスの提供 

  常にサービスを受ける町民目線に立った、より質の高い行政サービスを安定して提供

し続けていくことが重要であることを念頭に置いて新年度予算編成を行うこと。 

⑶  効率的な予算編成 

新年度予算編成にあたっては、国や県の動向を確実に把握するとともに、予算要求す

る事業の必要性や効果等を検証し、庁内の横断的な合意形成を図り、事業の優先度をし

っかりと見極めた上で行うこと。 

⑷ 国や県の制度把握 

国の各省庁の予算要求内容や、県の予算編成状況等については、確実にその動向を把

握し、的確に情報を庁内で共有し判断した上で、町の予算要求に的確に反映させること。 

⑸ 議会の意見等に対する的確な対応 

議会の意見や監査委員の指摘事項については、その趣旨を踏まえ、速やかな改善を図

ること。 

⑹ 費用対効果の考慮 

他の部課と関連する事務事業については、相互に十分な協議を行い、目的の重複する

事業は整理統合を図るなど、経費縮減と一層の事業効果の向上に努めること。 

 ⑺ 不用額の減少 

   歳入予算（手数料や補助金、諸収入等）又は歳出予算（役務費や委託料、扶助費等）

のうち毎年計上しているものであっても、単に前年度と同額とせず、必ず過去の実績や

予算執行状況調査等で算出した数値、社会環境の変化等を的確に把握し、可能な限り多

額の不用額を生じさせることのないよう適正な額を見積もること。 
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２ 歳入 

 歳入の見積りにあたっては、経済見通し、過去の実績、制度改正、国・県の動向等に十

分留意し、使用料等の計画的な見直しや収納率の向上、新規財源の確保、特定財源の確保

等に積極的に努めること。 

なお、国・県等の特定財源について、その確保が見込めない場合には、財政規律保持の

観点から速やかに企画財政課と協議すること。 

⑴ 町税 

   町税収入は、財政運営の根幹をなすものであり、その見積りにあたっては、今後の経

済情勢や住民所得の推移、税制改正等の動向を慎重に見極めるとともに、収納率向上に

ついて、可能な限り高い目標を設定し、適正な額を見積もること。なお、新型コロナウ

イルス感染症や円安等による物価高騰に伴う影響については、経済動向に注視しながら

適切な額を見積もること。 

⑵ 分担金及び負担金 

応益負担の原則により対象者の把握及び厳正な徴収に努め、適正な見積りを行うこと。

また、国・県の基準や他団体の動向、類似施設の料金等を十分把握しておくこと。 

⑶ 使用料及び手数料 

受益者負担の適正化、住民負担の公平性の確保を図るため、他団体の状況や類似施設

との均衡を考慮したうえで、料率や単価の再検討を行い、適正な額を見積もること。 

⑷ 国・県支出金 

国・県の予算編成や制度改正の動向等を踏まえ、関係機関との連携を密にしながら、

補助対象や補助率、補助単価等を正確に把握するとともに、新たな補助制度の有無につ

いても、積極的に内容の確認や把握に努め、適正な額を見積もること。 

⑸ 財産収入 

資産経営の視点に基づき、町が保有する遊休資産（土地・建物・物品）の活用方法を

十分検討し、売却や貸付による収入を適正に見積もること。 

 ※物品等の売払いは、多数の者の参加が可能となる入札を基本とする。 

⑹ その他 

事業の財源については、先進自治体の取組みや事例等の情報収集を行い、財源の獲得

手段について広く検討し、柔軟な発想をもって新たな財源の確保に努めること。 

※諸収入については、前年度予算に計上したものだけでなく、過去の実績、類似団体と

の比較、事業の見直し状況等、多角的に検討し適切な額を見積もるとともに、今後も

継続して収入の可能性があるものについては、安易に雑入で処理することなく適切な

予算計上をすること。 

 



5 

 

 

３ 歳出 

 歳出の見積りにあたっては、最小の経費で最大の効果が発揮できるよう創意工夫に努め

ることとし、経常経費、経常的事業については、必要最小限の要求とすること。 

また、事務事業の見直しによる経費の節減や一層の効率化を図るとともに、各種事業につ

いての必要性や優先度、費用対効果を十分検証して適正な歳出に努めることとし、特に、

令和２年度から令和４年度において、新型コロナウイルス感染症の影響により執行しなか

った予算については、改めてその必要性及び執行の可能性や手法の妥当性を厳しく精査し、

また、事業を継続する場合においても、その手段及び手法を十分に検討すること。 

⑴ 既存事業の検証 

前例踏襲に陥ることなく、国、県、町、民間等、本来の事案に対する役割分担に立ち

返り、町の責任分野を的確に見極め、ポストコロナを見据え、成果が上がっていない事

業や、参加者等が少なく住民が満足感を得られていない事業については、施策事前評価

シートの分析結果等を踏まえ、事業の見直しや、縮小、廃止、統廃合に必ず取り組むこ

と。 

⑵ 民間活力の導入 

新規事業については、住民ニーズを的確に把握し、緊急性、必要性、効果に加え、民

間活力の導入も含めて検討すること。 

 ⑶ ＩＣＴ技術の活用によるデジタル化の推進 

   単に前例を踏襲することなく、執行の手法や体制を含め徹底した見直しと創意工夫に

加え、既存の手法に固執することなく、ＡＩやＲＰＡ等の新たなＩＣＴ技術の活用によ

るデジタル化を推進し、業務改善等を検討すること。 

⑷ 国庫支出金、県支出金 

国庫や県支出金等、特定財源の廃止・減少があった補助事業については、安易に町単

独事業とせずに、必ず施策検討委員会に諮ること。 

⑸ 物件費 

旅費、需用費等の一般行政経費については、更なる徹底した節減に取り組むこと。 

委託料については、安易に従来の方式を踏襲することなく、委託の必要性、委託業務

の内容及び手法を再度検討し、必要最小限の要求とすること。 

  また、備品購入費については、法定耐用年数を機械的に適用するのではなく、購入の

必要性や時期を熟考のうえ、事業の遂行に真に必要なもののみ要求すること。 

⑹ 投資的経費 

事業の緊急性や投資効果、後年度の財政負担等を十分に検討し、実施時期や事業規模、

段階的整備等について十分検討すること。 
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⑺ 維持補修費 

  施設利用者の安全確保等に十分配慮し、適切な管理に支障が生じることがないよう、

計画的な執行に努めること。 

⑻ 負担金、補助及び交付金 

  既存のものについては、改めて公益性、公平性の観点から対象団体の事業内容、経費

区分が適正であるか、負担割合が妥当であるかなどを検証し、既に目的を達成したもの

や効果が少ないものについては、積極的に整理を行うとともに、時限等を設けるなど抜

本的な見直しを行うこと。また、特に団体等への補助については、改めて団体の収支状

況、活動内容を精査しておくこと。 

⑼ 扶助費 

扶助費は、対象人員や扶助基準、制度改正や単価改正の動向を的確に把握し、法定分

と町単独分の明確化を図り、単独分については、他団体と比較し給付水準が高い事業は、

その必要性・妥当性を再検討し、過度の抑制は不要であるが、放漫な支出とならないよ

う縮小や廃止等の見直しを行うこと。 

 

４ 特別会計、公営企業会計 

予算の見積もりにあたっては、一般会計に準じて行うものとする。ついては、経営的視

点に立ち、支出の抑制と収入の確保に努め、安易に一般会計に依存することのないよう、

財政の健全化に努めること。また、使用料や保険料等については、中長期的視点に立って

適時適切な改定を実施すること。 


